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平成27年度発達障がい者支援施策の実施状況及び平成28年度施策の実施方針について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩手県保健福祉部障がい保健福祉課
　東日本大震災津波関連分　
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１　被災地発達障がい児支援体制整備事業
（１）現状と課題

沿岸圏域の支援機関へのペアレントプログラム※の技法の伝達や保護者を対象としたサロン等を開催し、新たに社会資源を開発するなど成果がみられた。一方、発達障がいの相談に対応できる事業所が不足していることから、対応できる事業所を増やすなど支援機関の充実が重要である。
※ペアレントプログラム：ペアレントトレーニングを簡易に実施できるプログラムとしてまとめたもの。
（２）平成27年度の取組状況
沿岸圏域（気仙、釜石及び宮古障がい保健福祉圏域）において、障がい児への療育支援及び発達障がい児・者の相談支援、関係機関のコンサルテーション、ニーズ把握等を進めるため、「発達支援コーディネーター」を配置している。

　【設置場所等】　釜石市内に設置し、３障がい保健福祉圏域（宮古、釜石、気仙）を中心に活動
　【配置職員】　　発達支援コーディネーター（常勤）３名、事務補助（臨時）１名
　【活動状況】（平成27年12月末日時点）
	個別支援（相談支援等）
	関係施設・関係機関等の連携に係る活動（連絡協議会等）
	研修の企画共催

	419件（前年同時期443件）
	65件（前年同時期73件）
	17件（前年同時期33件）


　【主な活動】
　　　-　ペアレントプログラムの手法を活用した保育所等への実地指導の展開（圏域３市町）
-　平成28年2月に陸前高田市においてNPO法人（県外）で発達障がい者への支援を行っている方を講師として「沿岸地域発達障がい研修会」を開催
-　保護者対象のサロンの実施　5回：延べ56名参加（前年同時期5回：延べ38名参加）
（３）平成28年度の対応方針
沿岸圏域の支援について、国の被災地発達障がい児支援体制整備事業に基づく予算措置が恒久財源でないことを踏まえ、地域の相談支援事業所等の支援員育成を重点的に行い、地域の機関へつなぐ体制を整える。
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　東日本大震災津波関連分以外　

１　岩手県発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会の開催
（１）平成27年度の取組状況
　　発達障がい児・者への適切な支援を図るため、関係機関の連携を推進することを目的に、標記委員会を年２回（平成27年８月、平成28年２月）開催。

　【委員構成】　当事者団体、学識経験者、医療、保健福祉（母子保健、児童福祉、障がい福祉）、教育、労働関係機関等（20名）

　【事務局等】　県保健福祉部と県教育委員会による共催

　【主な協議事項】

　　①発達障がい者支援体制の取組状況と今後の支援体制

　　②いわて特別支援教育推進プラン施策等の実施状況と今後の方針

（２）平成28年度の対応方針
乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した支援体制の整備を図るため、引き

続き「発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会」を開催し、関係機関との連携を推進する。
２　地域自立支援協議会・市町村等への支援
（１）平成27年度の取組状況
発達障がい者支援センターで平成27年度より導入した「発達障がい者地域支援マネジャー」を中心に、地域自立支援協議会や市町村を訪問し専門的助言を行った。また、相談支援事業所の相談支援員等向けに支援技術の向上を図るための実地研修を実施した。
（２）平成28年度の対応方針
「発達障がい者地域支援マネジャー」※等による地域自立支援協議会及び市町村をはじめとした発達障がい児・者支援に向けた取組への専門的な助言を引き続き行う。

また、発達障がい児・者支援の中核となる者の育成を目的とした支援者育成研修会等を通じ人材の育成を継続する。

※発達障がい者地域支援マネジャー：国が示す発達障害者支援体制整備の一環として、市町村や事業所への支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応等を行う者

※参考：関連施策「子ども・若者支援地域協議会」の設置検討（若者女性協働推進室）
【背　景】

　　　ニート、ひきこもり、不登校、発達障がいなど子ども・若者の抱える問題が深刻化している中、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせることにより、その効果的かつ円滑な実施を図るため、「子ども・若者育成支援推進法」第19条において、関係機関等により構成される「子ども・若者支援地域協議会」の設置が地方自治体の努力義務とされている。

【概　要】

　　　内閣府が実施する、地域協議会の未設置都道府県における課題把握や啓発、基盤形成等を目的とした「子ども・若者支援地域協議会設置促進事業」を活用するとともに、関係機関等と協議しながら引き続き設置検討を進める。

３　ライフステージに応じた支援施策の実施
（１）平成27年度の取組状況

　①家族支援体制の構築支援

ア「ペアレントメンター養成講座」の実施

平成23年度JDDnetいわてが実施した「ペアレントメンター養成講座」の成果を踏まえ、発達障がい児・者の当事者団体が主体となった「ペアレントメンター」の養成や家族同士の発達障がい児・者支援体制の構築に係る取組を支援する。

-　平成27年12月（前期研修）、平成28年３月 (後期研修)開催
イ「ペアレントトレーニング実践研修」の実施

　　　本委員会等から発達障がい児への適切な対応（上手な誉め方など）や保護者への支援として「ペアレントトレーニング」の技法が有効との意見を受け、平成27年度より研修を実施したところ。

-　平成28年1月、平成28年２月開催（市町村保健師、保育士等を対象）

　②就労支援の実施（雇用対策・労働室）
　平成27年度は次の研修の中で発達障がい者に対する就労支援に関する講義を実施　

-　平成27年10月にジョブコーチ養成研修を開催（障がい者の就労支援機関の職員を対象）
-　平成27年11月に障がい者雇用について考える研修会を開催（奥州市地域自立支援協議会就労部会等主催（県共催）、障がい者の就労支援機関・企業・特別支援学校等を対象）

（２）平成28年度の対応方針
　　「ペアレントメンター養成講座」、「ペアレントトレーニング実践研修」を引き続き実施し、支援者の充実を図っていく。
　また、就労支援について、岩手労働局等、関係機関と連携しながら、企業や障がい者の就労支援に従事する職員を対象に就労に関する研修の受講の促進を図る。
４　人材（支援員）の育成
（１）現状と課題
県発達障がい者支援センターの相談延支援件数（就労相談を含む）の増大、発達障がい児・者への地域における支援体制の構築が喫緊の課題となっている現状に鑑み、岩手県内の各障がい福祉圏域の関係事業所においてこれらの障がいに対応できる人材を育成することにより、県内の支援体制の充実を図る必要がある。
（２）平成27年度の取組状況
-　平成28年２月～３月に盛岡、両磐、釜石の３圏域で支援者育成研修会（全４回シリーズの前半

２回分）を開催
（３）平成28年度の対応方針
　　支援者育成研修の実施
-　盛岡、両磐、釜石の３圏域で支援者育成研修会（全４回シリーズの後半２回分）を開催
-　岩手中部、気仙、久慈の３圏域で支援者育成研修会（全４回シリーズ）を開催
平成27年度重症心身障がい・発達障がい支援者
育成事業について

　１　概要

　　　支援ニーズが増大している在宅の重症心身障がい児・者及び発達障がい児・者について、医療、福祉の連携による支援を担う人材を育成するための研修を行う。（以下、重症心身障がい部分について記載する。）

　２　実施主体

　　　実施主体は県とし、本県に主たる事務所を有し、県内の医療機関、障がい福祉関係機関等とのネットワークを有し、県立療育センターと連携した重症心身障がい児・者への支援実績のあるものに業務を委託して実施する。
　　　受託者：岩手県社会福祉事業団
　３　事業の背景等

　　　児童福祉法及び障害者総合支援法において、障がい児・者への支援の大部分は市町村が担うこととされている。一方、重症心身障がいについては支援技能を有する支援者が不足しており、地域における支援が十分ではない状況にある。県においても県立療育センターを中核として支援に当たっているところであるが、県立療育センターが全県の中核としての機能を果たすには、一定の支援は地域で提供できる支援体制が不可欠である。
　　　こうした背景を踏まえ、県において支援人材を育成することにより、重症心身障がいについて、一定の支援は地域の支援者が受け持ち、県立療育センターでは地域で対応が困難なケースへの支援及び地域の支援者に対する支援を受け持つという、地域の支援者と県立療育センターとの適切な役割分担の確立を図るもの。

　４　研修内容

　　(1)　看護職員等向け研修

　　　ア　趣旨

　　　　　看護職員等に対して、重症心身障がい児・者の健康状態を的確に把握し、適切な看護を行う技能を身につけるための研修を行う。

　　　イ　受講対象者

　　　　　訪問看護ステーション等に勤務する看護師を対象とする。ただし、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所等で在宅の障がい児・者への支援に従事する者であって、本研修を受講のうえは当該受講者の勤務する事業所等において重症心身障がい児・者の受入を強化する方針である場合は、看護師以外の者の受講も可とする。

　　(2)　相談員等向け研修

　　　ア　趣旨

　　　　　相談員等に対して、重症心身障がいの特性及び支援技法を理解したうえで、本人、家族等のニーズを的確に把握し、適切なサービスを紹介するための研修を行う。

　　　イ　受講対象者

　　　　　相談支援事業所等に勤務する相談支援専門員を対象とする。ただし、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所等で在宅の障がい児・者への支援に従事する者であって、本研修を受講のうえは当該受講者の勤務する事業所等において重症心身障がい児・者の受入を強化する方針である場合は、相談支援専門員以外の者の受講も可とする。

５　カリキュラム骨子

	研修の種類
	内　　　容

	看護職員等向け研修
	１回目
	障がいの特性の理解と支援技法（医療的ケア等）
	７時間程度

	
	２回目
	支援技法各論①（床ずれ予防、姿勢援助等）
	７時間程度

	
	３回目
	支援技法各論②（酸素吸入、急変時の対応等）
	７時間程度

	
	４回目
	実地研修、達成度チェック、修了
	７時間程度

	相談員等向け研修
	１回目
	障がいの特性の理解と支援技法（医療的ケア等）
	７時間程度

	
	２回目
	支援技法各論①（幼児期、学齢期の支援）
	７時間程度

	
	３回目
	支援技法各論②（青年期、成人期の支援）
	７時間程度

	
	４回目
	実地研修、達成度チェック、修了
	７時間程度


※　県と受託者の協議によって変更する場合があること。また、今年度は、１回目及び２回目を実施するもの。

　６　開催地

	開催地
	趣　　　旨

	盛岡圏域
	県立療育センターの移転前に早急に地域の支援体制を強化する必要があること。

	両磐圏域
	国立病院機構等の支援拠点があり、初年度に先行して取り組みやすいこと。

	釜石圏域
	地域資源が不足しており、早急に地域の支援体制を強化する必要があること。


※　県と受託者の協議によって変更する場合があること。
　７　事業展開イメージ



　　重症心身障がい・発達障がい支援者育成研修について
１　趣旨
　　重症心身障がい児・者及び発達障がい児・者への地域における支援体制の構築が喫緊の課題となっている現状に鑑み、岩手県内の各障がい福祉圏域の関係事業所においてこれらの障がいに対応できる人材を育成することにより、県内の支援体制の充実を図る。
２　実施計画
　　平成27年度から平成29年度までの間、県内９圏域を会場として実施する。
（現時点の見通しであり、変更となる場合があること。）
	対象圏域
	実施時期

	
	１・２回目
	３・４回目

	盛岡・両磐・釜石
	平成28年２～３月
	平成28年５～６月

	岩手中部・気仙・久慈
	平成28年９～10月
	平成29年１～２月

	胆江・宮古・二戸
	平成29年５～６月
	平成29年９～10月



３　主な対象者
(1) 訪問看護ステーション等に勤務する看護師
(2) 相談支援事業所等に勤務する相談支援専門員
４　研修内容
	名称
	内容

	看護職員等向け研修
（重症心身障がい）
	看護職員等に対して、重症心身障がい児・者の健康状態を的確に把握し、適切な看護を行う技能を身につけるための研修を行う。

	相談員等向け研修
（重症心身障がい）
	　相談員等に対して、重症心身障がいの特性及び支援技法を理解したうえで、本人、家族等のニーズを的確に把握し、適切なサービスを紹介するための研修を行う。

	相談員等向け研修
（発達障がい）
	　相談員等に対して、発達障がいの特性及び支援技法を理解したうえで、本人、家族等のニーズを的確に把握し、適切なサービスを紹介するための研修を行う。


５　募集定員　　
各研修10名　（※ ただし、申込状況により調整する場合があること。）
６　参加費　　
　無料
７　留意事項
(1) 受講者は、受講する研修種類それぞれの１回目から４回目までを受講すること。
(2) 受講者が勤務する事業所等は、研修対象の障がい児・者の受入を積極的に検討している事業所等として県ホームページ等で県民へ周知することを想定していること。
(3) 本研修について、平成27年度は（社福）岩手県社会福祉事業団が岩手県からの委託を受けて実施するものであるが、年度ごとに実施する計画のため、平成28年度以降の事業実施者は変更となる場合があること。
資料№２





＜平成28年度の方針＞


沿岸圏域の相談支援の充実を目指す。
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コーディネーターへの専門支援、医療的支援が必要な場合の調整





当事者団体とのコーディネート、側面支援、県内専門家の派遣





JDDnetいわて等















































＜平成28年度の方針＞


１　関係機関の連携推進を図るため岩手県「発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会」の開催


２　発達障がい者支援センターで地域支援マネジャーによる地域自立支援協議会や市町村など関係機関への支援


３　ライフステージに応じた支援施策の実施（家族支援体制の構築支援、就労支援の実施）


４　発達障がいの特性及び支援技法を理解し、適切な対応、サービス紹介を行えるよう支援員向けの研


修を実施し、人材の育成を行う。
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看護職員等向け研修
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全国重症心身障害児（者）を守る会等





国立精神・神経医療センター等





H27は１回目、２回目を実施する。





＜研修イメージ＞





平成27年度実施
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